
 医療・介護サービスを必要とする者が高度

急性期医療から在宅介護まで切れ目のない

サービスを一体的・整合的に利用できるよう

な地域包括ケアシステムをめざし、県内自治

体への要請行動が続いています。 

 各地域高齢協では、要請行動の前に事前の

研修会を設定したり、地方議員との打ち合わ

せを行ったりいろいろ工夫をしながら進め

ようやく「地域包括ケアシステム」の概要が

理解できるようになりつつあります。 

 上越では、利用者の利便性より、介護予防

効果を重視し、その測定方法や点検方法等に

ついて行政と詰めていくこととしました。 

しました 
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1頁 自治体要請行動 

   カジノ法案反対 

2頁 自治体要請報告 

   宮島出版パーティ 

地域包括ケアシステムの構築を！ 

 

 

 

  長岡市では、医師会や歯科医師会はじめ医療・介

護など各分野からなる「地域包括ケア推進協議会」

がいち早く設置されたほか、糸魚川では、地域包括

ケアシステム確立に向けては、連携先として医療や

介護関係はもちろんこと、シルバー人材センターや 

 

 

 

 

 

NPO等の機関が具体的に示されました。また、魚沼

では、今年度から「在宅医療連携協議会」を設置し

医療・介護のネットワークづくりを進めることが示

されました。 

中央退職者連合「カジノ解禁推進法案」再提出の動きに反対声明 

 カジノ解禁推進法案は、厚労省研究班の調査でギャンブル依存症を疑われる人が 536万に及ぶことや各種

世論調査でも反対が賛成の 2倍となっていることなどから、審議に入れないまま廃案となりました。 

 声明では、カジノ解禁推進法案の危険性について「日本での精神科医の報告では、ギャンブル依存症によ

る生涯自殺企図は通常人の 40 倍にも上るとの報告もあり、カジノ解禁は依存症による自殺や犯罪の増加を

招きかねない。そもそもギャンブルの事業者の利益はギャンブル利用者の負けの総体であり、財産の喪失、

家族の崩壊、依存症患者の増大などをもたらす。人や社会の悲劇の上に経済成長を図ろうとする考え方自体、

国のあり方として疑問であり、国は 536万人にも上るギャンブル依存症の原因分析すら行っていない。カジ

ノの解禁は依存症患者をさらに増加させることは必定であり、国は、まずは、ギャンブル依存症の対策を図

る必要がある」と厳しく指摘し、断固反対の姿勢を再度明らかにしています。 

（声明文は中央退職者連合 HPを参照してください） 

  

 

三条市への要請する県央 7地域高齢協 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢協のホームページ立上りましたよ 

http://koureikyou.niigata.jp/ 
HPには、各地域や職域の総会はもとより、様々

なイベントや催し物を紹介していきたいと思い

ます。 職域退職者会や地域高 

齢協でイベント等ありました 

ら、写真と原稿を送付してく 

ださい。写真は、データに限 

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮島会長 著  

《あんなことこんなこと》刊行を祝う会 
 

 
要請行動・研修会等を行ったら必ず連絡を！ 

 

 

                介護保険制度自治体要請行動                   2015.4.1現在 

自治体名 要請高齢協 要請日 行政の対応者 
文回

答 
備   考 

新潟市 
新潟地域高齢協 

5月に予定 
    

  
南部支部     

燕市 西蒲燕支部 1月 18日 市長秘書官 あり   

長岡市 
中越地域高齢協 

1月 19日   あり   

見附市 1月 14日   あり   

三条市 
県央地域高齢協 

2月 19日 課長、課長補佐   4月に計画 

加茂市         

村上市 村上地域高齢協 2月 2日 副市長     

小千谷市 

魚沼地域高齢協 

1月 15日 係長 あり 意見交換会を開催予定 

魚沼市 2月 19日 市長、課長、 あり   

南魚沼市 2月 12日 部長、課長 あり   

十日町市 十日町地域高齢協 1月 16日       

柏崎市 柏刈地域高齢協 3月 13日 市長、課長、 あり 1/30市職員を呼んで学習会 

糸魚川市 糸魚川地域高齢協 1月 13日 社福事務局長、次長 あり 議員と事前研修 

上越市 
上越地域高齢協 

1月 9日   あり   

妙高市 1月 9日   あり   

佐渡市 佐渡地域高齢協 2月 18日 課長 あり   

 

 

 

 期 日  ５月１２日（火）午後１時より 

 会 場  ガレッソホール  

 内 容  自治体では、地域包括ケアシステムが同

つくりあげていくか議論されています

が、その課題を追求していきます。 

    ＊事前の参加申し込みが必要です 無料 

 

学習会を開催します 

地域包括ケアシステム構築の課題 
   講師 齋藤忠雄先生（齋藤内科クリニック） 

 

 

 宮島会長がエッセイ集「あ

んなことこんなこと」を出版

したことに伴い、JP 労組の

OB 有志が 2月 8日に、祝う

会を企画ました。高齢協の三

役も出席してきました。祝う

会には、140人ほどが集まり、

突撃インタビューでは年賀

状ストでの出来事や宮島さ

んの人となりが披露されま

した。 

中央退職者連合 

 労働改悪三法阻止 座り込みへ！  

 過労死促進法、生涯派遣法、金銭首切り法の

強行採決をめざす安倍政権に対し、中央退職者連

合は、社会保障制度の安定のためには、それを支

える労働者、とりわけ若者の雇用の確保と安心し

て働けるディ－セント・ワークが不可欠として、

連合と共に国会前座り込みを開始することとし

ました。中央退職者連合は、5月 15日に連合と共

に実施します。 
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